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アセス簡略化が許される場合（１）

発電所アセス省令

【環境影響評価の項目の選定】(２１条４項）

４ 第一項の規定により項目を選定するに当たっては、次の各号のいずれかに該当
すると認められる場合は、必要に応じ参考項目を選定しないものとする。

三 特定対象事業特性及び特定対象地域特性の観点からの類似性が認めら
れる類似の事例により影響の程度が明らかな場合

【調査及び予測の手法の選定】（２３条２項）

２ 前項の規定により手法を選定するに当たっては、次に掲げる要件のいずれかに
該当すると判断される場合は、必要に応じ参考手法より簡略化された調査又は予測
の手法を選定するものとする。

三 類似の事例により参考項目に関する環境影響の程度が
明らかであること。
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「環境影響の程度が明らか」

十分で信頼しうる環境調査結果が存在すること

リプレース案件に固有の適用要件

① 環境影響が改善すること（悪化しないこと）

② 空白期間が存在しないこと

旧施設の稼働時とは異なる環境が形成された可能性

現時点の環境状態より「改善する」とは言えない

簡略化してまで早期に新施設を稼働させる実益も存在しない

アセス簡略化が許される場合（２）
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4 環境影響評価書483頁（乙８）



年間排出量
（ｔ／年）

既設稼働時
（現状）

リプレース前

新設稼働時
（将来）

リプレース後

硫黄酸化物
SOX

８２８３t １２３４t

窒素酸化物
NOX

５９４２t １００９t

温室効果ガス
CO2

１０６６万t ７２６万t
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旧発電所の稼働実態は乏しかった

環境影響評価書482頁（乙８）。ただし赤い印の付記は原告代理人によるもの
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45年以上前の排出量との比較は無意味
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資源エネルギー庁『電力需給の概要』より作成

横須賀石油火力発電所の稼働率の推移



大気汚染物質（SOｘ/NOｘ）も改善しない
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横須賀石油火力発電所の年間排出量

東京電力が横須賀市に提出した排出状況報告書より作成
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CO２排出量は大幅に増加する
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排出量算定報告公表制度に基づく東京電力の報告データより作成



簡略化の要件をおよそ満たさない

① 「十分かつ信頼しうる調査結果」は存在しない
旧発電所のアセスは存在しない

② 旧発電所による環境影響より悪化する
45年以上前の排出量と比較することは無意味

アセスの直前時期の排出量より増加する

③ 新旧間に長い空白期間が存在する

旧施設稼働時とは異なる環境が安定的に形成された可能性大

環境影響の調査予測の必要性がある
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温排水による漁業資源などの海洋生物への影響調査につい
て、最低限必要とされる以下の調査が欠落している。

① 漁業権の行使の状況、漁業操業範囲、遊魚等の実態の確
認・調査

② 漁業という点からみた主要な魚等の遊泳動物の生息場又
は漁場が改変される内容及び程度についての調査・予測

③ とりわけ、サヨリ網漁との関係での調査・予測

④ 底生生物のうち、漁業資源として重要なものであって、

環境基本法にいう生活環境を構成する魚介類についての調
査

調査・予測の欠落～海洋生物への影響
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大気汚染による環境影響についての以下の調査・予測が欠
落

① 現地調査が欠落

② 日平均値、年平均値の予測が欠落

③ 予測すべき地点についての予測が欠落

調査・予測の欠落～大気汚染による影響

12



旧発電所の解体撤去工事による環境影響についての調査・
予測の欠落

旧発電所のタービン（計８基）、ボイラー（６基）、建
屋、煙突、変圧器、燃料タンクなどの撤去

これらの撤去作業に起因する環境影響の主要部分につい
て、調査・予測・評価が欠落

調査・予測の欠落～解体工事による影響
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